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方針 基本目標 基本項目
取組項目

番号
ページ 主管課

ア　人事評価制度の活用 No.1 1 総務課

No.2 2 総務課

No.3 2 政策企画課

ア　機能的な組織づくり No.4 3 総務課

イ　弾力的な組織運営 No.5 4 総務課　関係箇所

ア　定員管理の適正化 No.6 5 総務課

No.7 6 総務課

No.8 7 総務課

No.9 8 財政課

No.10 9 財政課

イ　市税等債権の確保 No.11 10～11 税務課　市民生活課　高齢者支援課

No.12 12 財政課　関係箇所

No.13 12 財政課

No.14 13 水道課

No.15 14 下水道課

No.16 15 都市計画・建築課　土木課

No.17 16～17 商工観光課　農林水産課　都市計画・建築課

No.18 17 財政課　全庁

No.19 18 財政課　全庁

No.20 18 工事監理室

No.21 19 財政課

No.22 19～20 財政課　全庁

補助金等の整理合理化

（３）公共施設のあり方
の検討及び市有財産
の活用

ア　公共施設のあり方の検討 公共施設等総合管理計画等の策定

公共工事のコスト縮減

イ　市有財産の有効活用 公用車の集中管理による合理化

未利用財産の有効活用、処分

　
２
　
健
全
な
財
政
運
営
の
推
進

（１）財政構造の健全化

ア　中長期財政運営健全化 中長期財政運営健全化

基金の適正管理

市税、保険料等の収納率の向上

ウ　新たな歳入の創出 有料広告制度、ネーミングライツの充実

ふるさと納税の推進

（２）地方公営企業等の
経営健全化

ア　地方公営企業の経営健全化 上水（上水道事業、簡易水道事業）

下水（公共下水道事業、農業集落排水事業）

駐車場事業、企業用地造成事業

イ　外郭団体等のあり方の検討 第三セクター、財団法人、地方公社

第３次柳井市行政改革大綱行動計画　体系表

取組項目

１
　
質
の
高
い
行
政
運
営
の
展
開

（１）職員力の向上

人事評価制度

イ　人材育成の推進 人材育成の推進

職員提案制度

（２）組織力の向上
組織機構の見直し

プロジェクトチームの活用

（３）定員・給与の適正化

定員管理計画の見直し

イ　給与の適正化 職員の給与制度の見直し

諸手当の見直し
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方針 基本目標 基本項目
取組項目

番号
ページ 主管課取組項目

No.23 21～22 政策企画課　総務課

No.24 23 総務課

No.25 24 政策企画課

No.26 25 総務課　全庁　政策企画課

No.27 26 地域づくり推進課

No.28 27 学校教育課

No.29 28 高齢者支援課　健康増進課

No.30 29～30 土木課　経済建設課

No.31 30～31 都市計画・建築課　経済建設課　社会福祉課

No.32 32 財政課　関係箇所

No.33 33 会計課　関係箇所

No.34 34 総務課

No.35 34～35 政策企画課　関係箇所　税務課　市民生活課

No.36 36 政策企画課　関係箇所

No.37 37 市民生活課　学校給食センター

No.38 38 政策企画課　関係箇所

No.39 39 政策企画課　関係箇所

No.40 39 政策企画課

No.41 40 財政課　工事監理室

No.42 41 総務課

No.43 41 政策企画課　関係箇所権限移譲事務の適時適切な導入

使用料、手数料等の額の見直し

市税、使用料等の納付方法の充実

イ　情報通信技術の活用 社会保障・税番号制度の推進

（３）行政マネジメントの
機能強化

ア　事務事業の総点検 行政評価制度の運用（PDCAサイクル）

外部視点の活用（行政改革推進委員会）

イ　事務事業の機能強化

電子申請、eLTAX、システム共同利用

ウ　民間委託等の推進 指定管理者制度の活用

民間委託の推進

官民協働事業（PPP）への取組

入札契約制度の改善

行政手続制度の適正な運用

　
３
　
最
適
な
公
共
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

（１）市民参画と協働に
よる市政の運営

ア　市民との情報の共有 広報広聴制度の充実

情報公開と個人情報保護の適正な運用

イ　市民参画の推進 市民との意見交換

附属機関等における市民参画

市民活動センターの活用

ウ　協働のための環境整備 スクール・コミュニティ

地域による介護予防・健康づくり

地域住民による道路等の整備

公園緑地管理への市民参加

（２）効果的で効率的な公
共サービスの提供

ア　受益者負担の見直し
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№１

取組項目 人事評価制度

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

人事評価

●職員がその職務を遂行するに当たり発揮
した能力及び挙げた実績を把握した上で行
われる人事評価制度を導入し、これを任
用、給与、分限その他の人事管理の基礎と
します。

計画 検討

［総務課］
［活動指標］
・人事評価制度の実施（平成28年度導入）

実績 実施（試行）

全職員実
施
（22条職員
含む。）

全職員実
施
（22条職員
含む。）

全職員実
施
（22条職員
含む。）

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

本格施行3年目となった。
公正評価を基本とした人
事基礎資料として活用す
るため、評価における精
度の向上（ばらつきの是
正等）に努めた。

若年層を対象とした被評
価者研修を行い、制度の
周知徹底を図りたい。

基本方針　　　　１　　　質の高い行政運営の展開

基本目標　　　（１）　　職員力の向上

基本項目　　　 ア　　　人事評価制度の活用

具体的な取組内容
計画期間

実 施 実 施 

1
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№２

取組項目 人材育成の推進

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

人材育成

●政策法務能力、コミュニケーション力、
コーディネート力など職員の資質、能力向上
のための研修を計画的に実施するなど「柳
井市人材育成基本方針」に基づく職員の人
材育成に取り組みます。

計画

［総務課］

［活動指標］
・職員研修計画に基づく研修の実施
・研修受講状況（平成25年度42件、120人
平成26年度45件、149人）

実績
研修受講状況

42件
542人

39件
138人

46件
229人

39件
216人

№３

取組項目 職員提案制度

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

職員提案
制度

●職員の豊かな感性と柔軟な発想力による
新たな事業の提案を奨励することにより、多
様化する地域課題の解決に迅速に取り組
み、自主自立のまちづくりを推進することを
目的とした職員提案制度の実施に取り組み
ます。

計画

［政策企画
課］

［活動指標］
・職員提案制度の実施（年１回募集）
・提案件数（平成25年度13件　平成26年度7
件）採用件数（平成25年度1件　平成26年度
3件）

実績
提案件数

(課題提案を
含む）

採用件数

4件

0件

0件 14件

6件
(うち趣旨採用

5件)

2件

1件

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

各部に職員提案制度の担
当者を設置。
担当者が各部職員への説
明及び提案の呼びかけ、
取りまとめ及び部内協議
の調整等を行うことによ
り、職員からの積極的な
提案を促した。

引き続き、作業効率の向
上や経費削減、市民サー
ビスの向上に効果的な提
案について、職員からの
提案を募集する。
財政面、人員面を含め効
果、効率性を審査し、採用
された提案の実現に努め
る。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

「職員研修計画」に基づ
き、階層別研修、特別研
修等、計画どおり、偏りな
く公平に実施した。

職務と直結した研修のみ
ならず、重要度の高い研
修を選択し、幅広い識見を
有する職員の育成に努め
る。

具体的な取組内容
計画期間

基本方針　　　　１　　　質の高い行政運営の展開

基本目標　　　（１）　　職員力の向上

基本項目　　　 イ　　　人材育成の推進

具体的な取組内容　　［活動指標］
計画期間

実 施 

実 施 

実 施 

2
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№４

取組項目 組織機構の見直し

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

機構改革

●組織機構の目的を明確にした上で、多様
化する行政ニーズを踏まえ、業務特性や業
務量に応じた組織機構とするため、時代の
変化に対応できる機能的な執行体制の整
備を図ります。

計画

［総務課］
［活動指標］

実績 実施 未実施 未実施 未実施

基本方針　　　　１　　　質の高い行政運営の展開

基本目標　　　（２）　　組織力の向上

基本項目　　　 ア　　　機能的な組織づくり

具体的な取組内容
計画期間

平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
平成30年度は、組織機構
の見直しを行わなかった。

効果的・効率的な行政運
営を図るとともに、多様な
行政需要や行政課題に的
確に対応できる組織づくり
に努める。

進捗状況

実 施 実 施 

3
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№５

取組項目 プロジェクトチームの活用

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

プロジェクト

●組織横断的な行政課題や新たな行政
ニーズに迅速かつ適切に対応するため、プ
ロジェクトチームやワーキンググループの検
討、設置など庁内連携体制を活用した柔軟
な組織運営を図ります。

計画

［総務課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・設置件数（平成25年度1件　平成26年度0
件）

実績
設置件数

　　　　　　　0件 1件　　　　　　　1件　　　　　　　0件

基本方針　　　　１　　　質の高い行政運営の展開

基本目標　　　（２）　　組織力の向上

基本項目　　　 イ　　　弾力的な組織運営

具体的な取組内容
計画期間

平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

平成30年度については、
対象となる重点課題が無
かったため、プロジェクト
チーム及びワーキンググ
ループの新規設置に至ら
なかったが、既存の庁内
会議を利用して柔軟に対
応した。

全庁的に当たるべき課題
に直面した際には、迅速
に設置について検討し、
適切な対応に努める。

進捗状況

実 施 実 施 

4
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№６

取組項目 定員管理計画の見直し

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

定員適正
化

●「定員管理計画」に基づき、中長期的な視
点から計画的な職員採用に努め、できる限
り平準化した採用者数とするとともに、事務
事業、職員配置の見直し、民間委託の推進
などにより、適正な定員管理に努めます。

計画

［総務課］
［活動指標］
・一般職の総職員数（平成26年4月1日現在
328人）

実績
一般職職員数

323人 318人 316人 317人

基本方針　　　　１　　　質の高い行政運営の展開

基本目標　　　（３）　　定員・給与の適正化

基本項目　　　ア　　　定員管理の適正化

具体的な取組内容
計画期間

平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

平成27年3月に策定した
「定員管理計画」の数値目
標の達成に向けた採用を
行った。

令和2年3月に次期「定員
管理計画」を策定予定。
新たな行政需要への対
応、組織体制の見直し、
民間委託の推進などの検
討を行い、引き続き適正な
定員管理に努める。

進捗状況

実 施 実 施 

5
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№７

取組項目 職員の給与制度の見直し

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

給与

●国家公務員に準じた給与制度を基本と
し、県や類似団体及び近隣市の動向を踏ま
え、職務給の徹底など一層の給与の適正化
に取り組むとともに、その状況を毎年度、市
の広報やホームページ等で公表します。

計画

［総務課］
［活動指標］
・ラスパイレス指数（平成25年4月1日現在
98.2　平成26年4月1日現在98.2）

      実績
ラスパイレス
指数

         97.9          98.0          97.9          97.7

基本方針　　　　１　　　質の高い行政運営の展開

基本目標　　　（３）　　定員・給与の適正化

基本項目　　　イ　　　給与の適正化

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

人事院勧告に準じ、給料
表の改定を行い、市広
報、ホームページにおいて
公表した。
持家の住居手当を令和元
年度から廃止することとし
た。

国、県、類似団体及び近
隣市の動向を注視し、引
き続き給与制度の適正化
に努める。

実 施 実 施 

6
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№８

取組項目 諸手当の見直し

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

特殊勤務
手当

●勤務の特殊性に応じて支給する「特殊勤
務手当」は、時代の変化を踏まえ、制度の
趣旨に合致する手当となるよう検討を重ね
ます。

計画

［総務課］
［活動指標］

実績 実施 実施 実施 実施

時間外勤
務手当

●時間外勤務の常態化や一部職員への集
中化が発生しないように、計画的な事務執
行やノー残業デーの推進などをさらに進め、
時間外勤務を縮減することにより、公務能
率の向上と健康管理の徹底を図ります。

計画

［総務課］

［活動指標］
・週休日等の勤務に対する振替取得
・ノー残業デーの推進
・手当の額（平成25年度56,281千円　平成26
年度70,467千円）

実績
手当の額

65,143
千円

64,257
千円

61,392
千円

　61,623
千円

具体的な取組内容
計画期間

継続実施

7月・8月の朝型勤務や水
曜日と5・15・25日のノー残
業デーを実施した。
また、時間外勤務手当の
課別執行額を庁議におい
て定期的に示し、時間外
勤務の縮減対策について
協議した。月30時間以上
の時間外勤務があった職
員に対しては文書通知を
行った。

引き続き時間外勤務の縮
減を図るため、ノー残業
デーの周知徹底、計画的
な業務執行を促す。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

手当の必要性・妥当性を
検討したが、今年度見直
しを要するものはなかっ
た。

引き続き、検討を行ってい
く。

実 施 

検 討 検 討 

実 施 

7



第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№９

取組項目 中長期財政運営健全化

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

健全化判
断比率４指
標

●「地方公共団体の財政の健全化に関する
法律」に基づく健全化判断比率（4指標）につ
いて、適正水準の保持を目指し、早期健全
化及び財政再生基準への悪化を回避しま
す。

計画

［財政課］
［活動指標］
・実質公債費比率（平成25年度決算11.6）
・将来負担比率（平成25年度決算70.6）

     実績
実質公債費比
率
将来負担比率

Ｈ26年度
決    算
10.6％
71.1％

Ｈ27年度
決    算

9.7％
62.9％

Ｈ28年度
決    算

9.9％
60.3％

Ｈ29年度
決    算
10.3％
59.1％

市債残高
の増加抑
制

●将来負担額の軽減を図るため、新規起債
の精査を行い、普通会計における市債残高
の増加を抑制します。

計画

［財政課］

［活動指標］
・年度ごとの市債の借入額を、可能な限り抑
制する。
・市債残高（平成25年度末185億56,916千円
平成26年度末188億24,928千円）

実績
市債残高

187億
32,121

千円

185億
5,664
千円

180億
42,118

千円

176億
51,006

千円

中期財政
見通し

●国の制度変更や社会経済情勢、本市の
実情を踏まえながら、市実施計画において
中期財政見通しを策定し、公表します。

計画

［財政課］
［活動指標］
・中期財政見通しの策定、公表

実績 実施 実施 実施 実施

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（１）　　財政構造の健全化

基本項目　　　ア　　　中長期財政運営健全化

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

市債を活用するかどうか
の精査を行うとともに、発
行に際しては交付税算入
のある有利な市債の発行
に努めた。また、財政調整
基金等の取崩しの抑制に
努めた。

健全化判断比率の適正水
準を保持するため、予算
編成時などにおいて市債
活用の精査を行い、4指標
の悪化を回避するため、
健全な財政運営に努め
る。

継続実施

新規発行債の精査に努め
た結果、起債対象事業費
の減少により、残高が減
少した。

個別起債事業の精査を徹
底し、市債残高の増加の
抑制に努め、中期的に将
来負担額の軽減を図って
いく。

継続実施
実施計画のローリングに
併せて見直しを行い、平
成31年3月に公表した。

市の財政面の現状を踏ま
えた上で、実施計画の
ローリングに併せて向こう
4年間の中期財政見通し
を作成し、公表する。

実 施 

実 施 

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１０

取組項目 基金の適正管理

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

基金
●中長期にわたって健全な財政運営を行う
ため、財政調整基金の取崩額の抑制を図り
ます。

計画

［財政課］

［活動指標］
・年度ごとの財政調整基金の取崩額を、可
能な限り抑制する。
・財政調整基金残高（平成25年度末21億円
平成26年度末22億円）

　　　実績
財政調整基金
残高

　
23億円

　
23億円 22億円 23億円

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

財源不足を解消するた
め、基金を取り崩した。
前年度からの繰越金の
1/2を積み立て、基金残高
は前年度と比べ1億円増
額となった。

年度ごとの財政調整基金
の取崩額を抑制するた
め、歳出の抑制と自主財
源の確保に努める。

実 施 

9



第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１１

取組項目 市税、保険料等の収納率の向上

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

市税等
●収納対策を強化し、市税や国民健康保険
税における収納率の向上を図ります。

計画

［税務課］

［活動指標］
・収納対策の強化
・現年分収納率（平成25年度市税98.78％、
国民健康保険税94.99％　平成26年度市税
98.74％、国民健康保険税95.25％）

      実績
現年分収納率

市税

国民健康保
険税

98.69％

94.54％

98.78％

94.56％

98.73％

94.25％

98.82％

95.28％

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（１）　　財政構造の健全化

基本項目　　　イ　　　市税等債権の確保

具体的な取組内容
計画期間

平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

分割納税滞納者で累積滞
納額が増加している者に
対し、財産調査及び収支
状況の確認を行い、納税
交渉・折衝に努めた。
滞納処分等の実施状況
　差押処分 75件
　交付要求 9件
また、納付能力のない者
については滞納処分の執
行停止を、居所不明者等
については実態調査の実
施などの対応を行った。

引き続き、滞納者と接触
し、納税交渉・折衝を行
い、滞納整理に努める。
分割納付を希望する者に
対しては、原則、現年度内
で完納できるよう指導する
とともに、最長でも2年以
内に完納できるよう交渉・
折衝し、滞納額が高額に
ならないように努める。
納付意思のない者に対し
ては、差押等の滞納処分
を行う。

進捗状況

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

後期高齢
者医療保
険料

●収納対策を強化し、後期高齢者医療保険
料における収納率の向上を図ります。

計画

［市民生活
課］

［活動指標］
・収納対策の強化（普通徴収者の納付勧奨
の強化、個別徴収の実施）
・現年分収納率（平成25年度99.46％　平成
26年度99.42％）

実績
現年分収納率 99.63% 99.54% 99.54% 99.43%

介護保険
料

●収納対策を強化し、介護保険料における
収納率の向上を図ります。

計画

［高齢者支
援課］

［活動指標］
・収納対策の強化（普通徴収者の納付勧奨
の強化、個別徴収の実施）
・現年分収納率（平成25年度98.95％　平成
26年度99.06％）

実績
現年分収納率 99.02% 99.16% 99.18% 99.36%

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

65歳到達者など、新規に1
号被保険者になった人を
対象に重点的に電話や個
別訪問等による納付勧奨
を実施した。また、普通徴
収者及び併用徴収者に対
し納付書から口座振替へ
の勧奨も実施した。

普通徴収の収納率向上の
ため、納付勧奨を強化す
るとともに、特別徴収でき
ない人の定期的な納付や
税の増額更正等により普
通徴収分が発生した特別
徴収との併用納付者の納
付忘れがないよう振替口
座の登録を推進する。

継続実施

普通徴収者の滞納者に
は、督促状を送付するとと
もに、電話及び個別訪問
により納付勧奨を実施し
た。
納付に応じない滞納者に
対しては短期証を発行し、
更新時に窓口で納付勧奨
を行った。

今後も、滞納者には督促
状を送付するとともに、電
話、個別訪問による納付
勧奨を実施し、収納率の
向上に努める。

実 施 

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１２

取組項目 有料広告制度、ネーミングライツの充実

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

有料広告
制度

●民間企業等との協働により市の新たな財
源を確保し、市民サービスの向上及び地域
経済の活性化を図ることを目的として、市の
資産を広告媒体として活用していきます。

計画

［財政課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・広告媒体として活用した資産の種類
（市庁舎、広報、HP、公用車、地下道、体育
館、市民球場、市営駐車場、武道館）
・広告料収入額（平成25年度3,721千円　平
成26年度3,992千円）

実績
広告料収入額

　
4,192千円 5,269千円 5,285千円 5,266千円

№１３

取組項目 ふるさと納税の推進

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

ふるさと納
税

●柳井に対する寄附金に応じて、居住地の
地方公共団体の住民税と所得税が控除さ
れる「ふるさと納税」を促進していきます。

計画

［財政課］

［活動指標］
・ふるさと納税の件数、寄附金額（平成25年
度32件、2,012千円　平成26年度61件、
4,580千円）

実績
ふるさと納税

532件
12,360

千円

3,828件
73,278

千円

4,623件
102,415

千円

6,914件
153,728

千円

具体的な取組内容
計画期間

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（１）　　財政構造の健全化

基本項目　　　ウ　　　新たな歳入の創出

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

市庁舎、広報紙、ホーム
ページ、公用車及び地下
道への広告掲出並びに市
体育館、市民球場、市武
道館の命名権設定によ
り、広告収入を確保した。

引き続き、市の資産を広
告媒体として有効活用す
ることにより、財源の確保
に取り組む。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

平成27年10月から、専用
ポータルサイトを通じた情
報発信、簡便な方法での
寄附ができるよう運用の
見直しを行っている。
平成30年度は、返礼品を
93品目から107品目とし、
充実を図った。

法制化された「新ふるさと
納税制度」を適切に運用
するとともに、返礼品の充
実を図り、市の産業振興・
観光ＰＲにつなげていく。

実 施 

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１４

取組項目 上水（上水道事業、簡易水道事業）

区分
［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

上水道事
業

●区域内人口が減少する中、有収水量も増
加を見込めないことから、包括外部委託に
よる更なる経費節減と水道料金改定等の検
討を進めるなど経営基盤の強化に努めま
す。

計画

［水道課］

［活動指標］
・経費節減と料金改定等による経営基盤の
強化
・現年分収納率（平成25年度99.06％　平成
26年度99.25％）

実績
現年分収納率

99.29% 99.43% 99.33% 98.97%

簡易水道
事業

●水源の確保と施設の維持拡充に努める
ほか、伊保庄、阿月及び大畠地区における
上水道への統合を進めることにより経営の
健全化、効率化に努めます。

計画

［水道課］
［活動指標］
・現年分収納率（平成25年度99.65％　平成
26年度99.70％）

実績
現年分収納率

99.25% 99.41% 99.58% 99.33%

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（２）　　地方公営企業等の経営健全化

基本項目　　　ア　　　地方公営企業の経営健全化

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

柳井市水道事業経営懇話
会において、「柳井市水道
事業の健全な経営の在り
方」について意見交換が
行われ、水道料金に関し
ては現行料金体系を維持
することとする意見書が提
出された。これを受け、令
和4年度まで現行料金を
維持し、以降は再度、検
討することとした。

包括外部委託先（柳井市
水道料金お客様センター）
の豊富な経験を活用して
効率化と一層のお客様
サービスの向上を目指
す。また、令和2年度より
企業会計となる下水道事
業と連携し、事務の効率
化に取り組む。

継続実施

平成29年4月1日から上水
道事業へ統合した伊保
庄、阿月、大畠の簡易水
道事業については、上水
道事業として通常管理を
行った。
平郡東・平郡西の簡易水
道事業では、平郡東配水
池の耐震化を実施した。

平郡東・平郡西の簡易水
道事業について、令和2年
4月からの公営企業法適
用に向けて、認可変更
等、必要な取組を進める。

実 施 

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１５

取組項目 下水（公共下水道事業、農業集落排水事業）

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

公共下水
道事業

●公共下水道への接続を促進するととも
に、未収金徴収業務の体制を強化するなど
引き続き経営の健全化、効率化に努めま
す。

計画

［下水道
課］

［活動指標］
・収納対策の強化（接続の促進）
・現年分収納率（平成25年度96.90％　平成
26年度96.52％）
・水洗化率（平成25年度末90.83％　平成26
年度末90.64％）

実績
現年分収納率

水洗化率

 96.54％

 90.99％

 96.68％

 91.27％

 96.91％

 91.38％

 97.41％

 90.74％

農業集落
排水事業

●農業集落排水施設への接続、加入を促
進するとともに、未収金徴収業務の体制を
強化するなど引き続き経営の健全化、効率
化に努めます。

計画

［下水道
課］

［活動指標］
・収納対策の強化（接続、加入の促進）
・現年分収納率（平成25年度98.55％　平成
26年度98.40％）
・水洗化率（平成25年度末81.10％　平成26
年度末82.36％）

実績
現年分収納率

水洗化率

 98.66％
 

 81.81％

98.31％

82.65％

98.12％

83.55％

98.69％

84.91％

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

公共下水道未接続者に文
書等による接続依頼を実
施した。滞納者に対する
文書催告及び電話催告並
びに戸別訪問により収納
対策の推進を図った。
また、下水道料金システ
ムを平成30年9月に上水
道料金システムと同じシス
テムに移行して効率を図
り、併せて収納率と利便性
の向上のため、コンビニ収
納を開始した。

訪問による水洗化の推進
を図るとともに、未納者に
対して戸別訪問等による
徴収を推進する。
また、令和元年10月から、
上水道料金との一体徴収
を開始できるよう水道課と
の調整を図りながら準備
を進めている。

継続実施

滞納者に対する文書催告
及び電話催告並びに戸別
訪問により収納対策の推
進を図った。
また、下水道料金システ
ムを平成30年9月に上水
道料金システムと同じシス
テムに移行して効率化を
図り、併せて収納率と利便
性の向上のため、コンビニ
収納を開始した。

訪問による水洗化の推進
を図るとともに、未納者に
対して戸別訪問等による
徴収を推進する。
また、令和元年10月から、
上水道料金との一体徴収
を開始できるよう水道課と
の調整を図りながら準備
を進めている。

実 施 

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１６

取組項目 駐車場事業、企業用地造成事業

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

駐車場事
業

●中心市街地の３か所で運営している市営
駐車場事業は、運営のあり方を検討すると
ともに、引き続き経営の健全化、効率化に
努めます。

計画

［都市計
画・建築
課］

［活動指標］
・柳井まちなか駐車場
　　駐車台数（平成25年度21,428台　平成26
年度21,740台）
　　料金収入（平成25年度4,957千円　平成
26年度5,498千円）

実績
駐車台数

料金収入

22,604台

5,479千円

23,185台

5,813千円

21,667台

5,230千円

20,054台

4,875千円

企業用地
造成事業

●南浜企業用地における未処分地の売却
を進めます。

計画

［土木課］

［活動指標］
・未処分地の売却
・未処分地面積（平成25年度末1区画、2,000
㎡　平成26年度末1区画、2,000㎡）

実績
未処分地面積

1区画

2,000㎡

未処分地
売却
0㎡

具体的な取組内容
計画期間

平成28年
度完了

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

柳井駅南駐車場は、今後
の需要が見込まれないた
め、令和元年8月31日を
もって供用廃止することを
決定した。
柳井まちなか駐車場は、
経営改善の一環として、
平成31年4月1日から料金
改定をすることを決定し
た。（24時間までの上限額
800円→500円）

少ないコストでより大きな
効果（市民や観光客の利
便性の向上、利用者の増
加等）を上げることを基本
に、運営を行っていく。
残る柳井まちなか駐車場
の運営のあり方につい
て、民間への貸付けなど、
経営形態の見直しを検討
していく。

実 施 

実 施 
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第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№１７

取組項目 第三セクター、財団法人、地方公社

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

平郡航路
有限会社

●平郡航路有限会社は、平郡島と柳井港を
結ぶフェリー航路を運航する第三セクターと
して、平郡地区にとって欠かせないものであ
り、将来にわたって健全な経営が図られるよ
う注視します。

計画

［商工観光
課］

［活動指標］
・運航上の経費節減
・観光客の呼び込み（利用促進）
・年間乗客者数（平成25年度27,222人　平成
26年度27,635人）

実績
年間乗客者数

29,367人 26,862 人 27,051 人 23,828人

一般財団
法人やない
花のまちづ
くり振興財
団

●一般財団法人やない花のまちづくり振興
財団は、その設立趣旨が実現できるよう「や
まぐちフラワーランド」を拠点とした花のまち
づくりができる環境づくりを進めるとともに、
健全な経営が図られるよう注視します。

計画

［農林水産
課］

［活動指標］
・イベントの充実
・他施設との連携
・やまぐちフラワーランドの入園者数（平成
25年度101,678人　平成26年度97,201人）

実績
入園者数

　　　　　　　95,177人 88,119人 89,585人 76,363人

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（２）　　地方公営企業等の経営健全化

基本項目　　　イ　　　外郭団体等のあり方の検討

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

経営の健全化に努めると
ともに、島の魅力のPR、情
報発信を行い、島外来訪
者の利用促進を図った。

定時制を守った運行によ
り燃料費の節約に努める
とともに、検査ドック時の
内容精査を行い経費削減
を図る。また、県などの関
係機関と連携し、イベント
誘致や情報発信を積極的
に行い、航路の利用促進
を図る。

継続実施

市民花壇や育苗ボラン
ティア活動等の緑化と花
いっぱいの推進、花育や
子育て支援、園芸療法等
による「花のまちづくり」の
啓発普及活動、指定管理
者としてのやまぐちフラ
ワーランドの管理運営等
の取組を行った。
また、入園者の増加を図
るため、隣接する大消費
地広島県西部地域を重点
としたＰＲ活動や四季に合
わせた様々な取組を実施
したが、台風の影響により
7月29日と9月30日を臨時
休園としたほか、春のゴー
ルデンウイークの入園者
が減り、入園者数は初め
て８万人を割り込んだ。

引き続き、場所や時期を
精査したＰＲや四季に合
わせたイベントなどに取り
組むとともに、子どもや障
がい者、高齢者などに焦
点を絞った、花育や園芸
療法等の取組を進め、入
園者の増加、緑化と花
いっぱいの推進、花のま
ちづくりの啓発普及に取り
組んでいく。
また、植栽計画を大胆に
変更し、年に5回フラワー
ガーデン全体に同じ草花
を植える予定。

実 施 

実 施 
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区分

［主管課］ 27 28 29 30 31

柳井市土
地開発公
社

●柳井市土地開発公社は、公有地の拡大
の推進に関する法律に基づき、公有地とな
るべき土地の取得、管理及び処分等を行っ
てきましたが、長らく続く地価の下落傾向の
なかで公益性、存在意義を踏まえ、所有地
の処理を進めるとともに、公社のあり方を検
討します。

計画

［都市計
画・建築
課］

・未処分地の解消
・未処分地の区画数（平成25年度末　琴の
里団地6区画、八幡団地18区画　H26年度
末　琴の里団地6区画、八幡団地17区画）

      実績
未処分地区
画数

琴の里団地
八幡団地

　

5区画
17区画

　

4区画
16区画

　

3区画
16区画

　

2区画
15区画

№１８

取組項目 補助金等の整理合理化

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

補助金及
び交付金

●補助金及び交付金の整理合理化につい
て、必要性等を十分協議し、縮減を検討しま
す。

計画

［財政課］
［全　庁］

［活動指標］
・予算編成時における再点検

実績 実施 実施 実施 実施

負担金
●負担金の整理合理化について、補助金及
び交付金と同様、負担の必要性等を十分協
議し、縮減を検討します。

計画

［財政課］
［全　庁］

［活動指標］
・予算編成時における再点検

実績 実施 実施 実施 実施

具体的な取組内容
計画期間

具体的な取組内容
計画期間

未処分地については、琴
の里団地1区画、八幡団
地1区画を売却した。

平成27年度に公社のあり
方を検討したが、土地開
発基金など公社以外に公
有地先行取得に係る手段
がないことから、当分の間
存続させることとした。
柳井平生バイパスが事業
化された際は、用地の先
行取得に協力する。
未処分地についても、市
が創設した子育て世代定
住促進助成金のＰＲに努
め、早期処分を進める。

進捗状況 平成30年度取組内容

継続実施

今後の取組

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

定例的、継続的に支出さ
れる補助金等が多く、廃
止が困難なものが多いも
のの、その縮減、整理統
合について各所管で再検
討するとともに、予算編成
時において点検を行った。

補助金及び交付金の整理
合理化に向けた取組を全
職員の共通認識とし、引き
続き、縮減に向けた検討・
点検に努める。

継続実施

負担金の整理合理化につ
いて、負担の必要性等を
各所管で再検討するととも
に、予算編成時において
点検を行った。

負担金の整理合理化に向
けた取組を全職員の共通
認識とし、引き続き、縮減
に向けた検討・点検に努
める。

実 施 

実 施 

実 施 
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№１９

取組項目 公共施設等総合管理計画等の策定

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

統廃合、転
用、長寿命
化

●公共施設等の老朽化対策が喫緊の課題
となる中、公共施設の設置目的、将来にお
ける必要性、利用状況等を検証し、適正な
施設運営を図るとともに、「公共施設等総合
管理計画」及び「個別施設計画」を策定し、
更新・統廃合・長寿命化などを計画的に進
めます。

計画

［財政課］
［全　庁］

［活動指標］
・市営住宅の廃止数（平成25年度3か所　平
成26年度8か所）
・「公共施設等総合管理計画」等の策定（平
成28年度　策定）

      実績
  市営住宅
  廃止数

　　　　　　4か所　　　　　　4か所　　　　　　2か所 　4か所

№２０

取組項目 公共工事のコスト縮減

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

公共工事

●「柳井市公共事業コスト構造改革プラン」
に基づき、公共工事のコスト縮減を図り、最
少の経費で最大の効果を挙げることを目指
します。

計画

［工事監理
室］

［活動指標］
・コスト縮減額（平成25年度31,008千円　平
成26年度169,804千円）

実績
コスト縮減額

 16,352千円 13,878千円 10,161千円  9,824千円

具体的な取組内容
計画期間

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（３）　　公共施設のあり方の検討及び市有財産の活用

基本項目　　　ア　　　公共施設のあり方の検討

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

「公共施設等総合管理計
画」に基づき、公共建築
物、インフラ資産の「個別
施設計画」作成の取組を
推進した。
平成30年度個別施設計画
策定状況
・街路施設2か所

全庁的な取組体制によ
り、令和2年度を目途に公
共建築物、インフラ資産の
「個別施設計画」を策定す
る。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

「コスト構造改革プラン」に
掲げた34施策のうち8施策
について、コスト縮減を実
施した。

工事のコスト縮減を図り、
最少の経費で、最大の効
果を挙げることを目指し、
「コスト構造改革プラン」の
施策に取り組む。

実 施 

実 施 

18



第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№２１

取組項目 公用車の集中管理による合理化

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

公用車
●公用車の利用予約等による運用管理の
効率化（集中管理合理化）を引き続き行うと
ともに、台数の削減を検討します。

計画

［財政課］
［活動指標］
・公用車の台数（平成25年度末145台　平成
26年度末144台）

実績
公用車台数 143台 143台 142台 142台

№２２

取組項目 未利用財産の有効活用、処分

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

未利用財
産

●市が保有している未利用財産について、
遊休資産の精査を行い、必要性を検討する
とともに、貸付や売却処分等による積極的
な有効活用を図ります。

計画

［財政課］
［全　庁］

［活動指標］
・処分件数及び処分額（平成25年度6件、
268千円　平成26年度3件、5,723千円）

実績
処分件数
処分額

9件
1,495千円

5件
19,949千円

3件
8,726千円

8件
29,163千円

具体的な取組内容
計画期間

基本方針　　　　２　　　健全な財政運営の推進

基本目標　　　（３）　　公共施設のあり方の検討及び市有財産の活用

基本項目　　　イ　　　市有財産の有効活用

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

トラック1台、消防車両1台
を削減したが、小型バス
が2台増加となったため、
台数は変わらなかった。

引き続き、公用車の利用
予約、出張時の乗合（集
中管理車）による効率的
な運用管理を進める。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

用途廃止した法定外公共
物等8件の売却処分を
行った。
周辺環境を含めた詳細調
査を行い、処分可能な遊
休市有地を整理した。（法
定外公共物 4件・普通財
産 4件）

遊休市有地の処分可能な
普通財産を一般競争入札
により売却処分する。

実 施 

実 施 
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区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

公有財産
売却

●インターネットオークション（官公庁オーク
ション）を利用して、不用公有財産の売却を
進めます。

計画

［財政課］
［全　庁］

［活動指標］
・売却収入（平成25年度1,956千円　平成26
年度697千円）

実績
売却収入

　　　　　1,214千円 0円 68千円 285千円

継続実施

不用公有財産の売却のた
め、インターネットオーク
ションを利用し、可搬消防
ポンプやトナーカートリッジ
等を売却した。

今後もインターネットオー
クションを積極的に利用し
て、不用公有財産の売却
を行う。

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

実 施 
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№２３

取組項目 広報広聴制度の充実

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

広報やない
ホームペー
ジ

●広報やないや公式ホームページにより、
分かりやすい情報を迅速かつ効果的に提供
し、市政情報の共有化を進めます。

計画

［政策企画
課］

［活動指標］
・情報量の厳選などによる紙面の削減や配
布回数等の見直し

実績 実施 実施 実施 実施

パブリック・
コメント

●「柳井市パブリック・コメント制度実施要
綱」に基づき、市の基本的な施策を立案す
る過程において、その趣旨、内容を広く市民
に公表し、市民の意見を考慮して意思決定
を行い、市政への市民の参加を一層促進し
ます。

計画

［総務課］
［活動指標］
・パブリック・コメントを実施した計画等の数
（平成25年度2件　平成26年度11件）

実績
実施件数

　　　　　　6件 5件 7件 2件

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（１）　　市民参画と協働による市政の運営

基本項目　　　 ア　 　市民との情報の共有　

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

広報やないを月1回の発
行に移行して、特集記事
の掲載を行い紙面構成を
刷新した。
ホームページは、セキュリ
ティの強化と分かりやすい
情報提供に努めた。

広報やないは、特集記事
で市政情報を詳しく分かり
やすく提供することに努め
るとともに、情報の厳選に
努め、紙面を効率的に活
用する。
ホームページは、迅速に
分かりやすく情報提供す
ることに努め、より充実さ
せていく。

継続実施

施策立案過程において、
ホームページ等で、その
趣旨、内容を広く市民に公
表し、市民から意見募集を
行った。

引き続き、広く市民への公
表と意見募集に努める。

実 施 

実 施 
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区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

市民意識調査

●「柳井市総合計画」をはじめとした各種計
画など政策決定過程に市民意見を反映させ
るため、市民意識調査やワークショップの開
催など多様な取組を推進します。

計画

［政策企画
課］

［活動指標］
・市民意識調査の実施件数

実績
実施件数

　　　　　　　　　2件 6件 2件 4件

具体的な取組内容
計画期間

継続実施

「阿月地区夢プラン策定に
係るアンケート調査」、「柳
井市子ども・子育て支援に
関するニーズ調査」、「柳
井農業振興地域整備計画
見直しに係るアンケート」、
「柳井商業高等学校跡地
利活用に係るワークショッ
プ（やないのおしゃべり図
書館）」を実施し、市民
ニーズを把握し、施策に反
映させるよう努めた。

計画策定時に市民意識調
査等を実施することによ
り、市民ニーズを把握し、
施策に反映していくことに
継続して取り組む。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

実 施 
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№２４

取組項目 情報公開と個人情報保護の適正な運用

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

情報公開
制度

●市が保有する情報は、市民共有の財産で
あり、これらの情報を公開、提供することに
より、開かれた市政の実現と市政に対する
市民の理解と信頼を深め、市民の市政参加
を促進します。

計画

［総務課］
［活動指標］
・情報公開制度に係る請求等件数（平成25
年度132件　平成26年度143件）

実績
請求等件数

103件 87件 52件 51件

個人情報
保護制度

●情報化社会の進展に伴い、プライバシー
保護の必要性が高まっており、市が保有す
る様々な情報について、情報公開制度との
調整を図りながら適正に運用していきます。

計画

［総務課］

［活動指標］
・個人情報保護取扱事務件数（平成25年度
末454件　平成26年度末452件）
・個人情報保護制度に係る請求等件数（平
成25年度5件　平成26年度4件）

実績

取扱事務件数

請求等件数

454件

4件

474件

7件

477件

2件

482件

6件

具体的な取組内容
計画期間

継続実施

特定個人情報の安全管理
を図るため、管理職と事務
取扱職員に対し外部講師
による研修会を実施した。

引き続き、情報公開制度
との調整を図りながら、制
度の適正な運用に努め
る。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
制度の目的を実現するた
め、可能な限り公開に努
めた。

引き続き、制度の適正な
運用に努め、市民の市政
参加を促進する。

実 施 

実 施 

23



第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№２５

取組項目 市民との意見交換

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

市民との意
見交換

●市民と市長と気楽にトーク等の開催を通
じ、まちづくりの方向性について市民と市長
（市職員）の共通認識を深めていくことによ
り、幅広い市民の参加を促進します。

計画

［政策企画
課］

［活動指標］
・市民と市長と気楽にトークの開催回数（平
成25年度25回　平成26年度40回）

実績
開催回数

　　　　33回 　　　　34回 39回 20回

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
定例を14回、随時を6回開
催し、延べ202人の出席が
あった。

市民との協働による市政
運営のためトークの開催
を継続する。

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（１）　　市民参画と協働による市政の運営

基本項目　　　 イ　 　市民参画の推進　

具体的な取組内容
計画期間

実 施 
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№２６

取組項目 附属機関等における市民参画

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

委員の公募

●附属機関等（諮問機関及び施策上の協
議会）における委員の公募の割合について
見直しを行い、幅広い市民の参加を促進し
ます。

計画

［総務課］
［全庁］

［活動指標］
・委員公募を行った機関数及び委員数（平
成25年度7機関17人　平成26年度8機関19
人）
・審議会等における公募委員の割合（平成
25年度末1.6％　平成26年度末1.7％）
・審議会等において5機関以上重複している
委員の割合（平成25年度末4.1％　平成26年
度末4.5％）

実績
公募実施

公募委員割合

重複委員割合

　　　8機関
　　　17人

　
　1.5％

　　　4.1％

　　　7機関
　　　15人

　
　1.4％

　　　4.9％

　　　6機関
　　　12人

　
　1.1％

　　　4.3％

　　　5機関
　　　11人

　
　1.0％

　　　4.8％

会議の公開

●附属機関等における会議の公開を行うと
ともに、会議資料や議事録の公開などの情
報提供に努めることにより、幅広い市民の
参加を促進します。

計画

［総務課］
［全庁］

［活動指標］
・公開非公開を決定した会議の割合（平成
25年度96.1％　平成26年度94.9％）
・会議における傍聴者数（平成25年度延べ2
人　平成26年度延べ16人）

実績
決定割合
傍聴者数

96.1％
延べ57人

98.7％
延べ43人

98.7％
延べ37人

98.6％
延べ47人

女性委員
の登用

●「柳井市における審議会等への女性委員
の登用促進のためのガイドライン」に基づ
き、市の施策、方針決定過程への女性参画
の拡大を図ることにより、幅広い市民の参
加を促進します。

計画

［政策企画
課］
［全庁］

［活動指標］
・事前協議を行った審議会等の件数（平成
25年度37件　平成26年度38件）
・審議会等における女性委員の割合（平成
25年度末35.3％　平成26年度末36.9％）

実績
事前協議件数
女性委員割合

　
41件

38.6％

　
38件

39.7％
47件

37.9％
40件

36.0％

継続実施

ホームページ、市民ホー
ル及び各出張所・連絡所
において、随時会議の開
催予定を掲載・掲示し、周
知を図った。

引き続き、会議の開催に
ついて、ホームページ等に
掲載し、広く市民への情報
提供に努める。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組具体的な取組内容
計画期間

継続実施

各担当課の審議会委員委
嘱時に、女性委員の登用
割合を増やすため、各分
野への働きかけなどの具
体的な取組を行うよう助言
を行った。

第3次柳井市男女共同参
画基本計画に掲げた附属
機関等の女性委員の割合
を45％とする目標達成に
向けて継続した取組を行
う。

継続実施

附属機関の設置条例や要
綱に公募枠を設けている
ものについては、公募を行
い、幅広い市民の参画に
努めた。

附属機関等の審議内容等
を再度確認し、公募委員
枠設定可能な附属機関が
あれば公募委員枠を設け
る。

実 施 

実 施 

実 施 
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№２７

取組項目 市民活動センターの活用

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

市民活動

●ボランティア活動やNPO活動等の市民活
動を応援するとともに、市民、事業者、行政
との協働のまちづくりを進めていくため、市
民活動センターの活用を促進します。

計画

［地域づくり
推進課］

［活動指標］
・市民活動センターの利用者数（平成25年
度延べ1,256人　平成26年度延べ1,748人）

実績
利用者数

延べ
1,561人

延べ
1,556人

延べ
1,763人

延べ
2,623人

継続実施

市民活動団体の支援を行
うために、市民活動講座・
交流会等を実施するととも
に助成金情報の提供や活
動団体の相談業務を実施
した。

継続して市民活動講座・
交流会等を実施するととも
に市民活動団体に有益な
助成金等の情報提供を進
め支援を実施する。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組具体的な取組内容
計画期間

 実 施 
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№２８

取組項目 スクール・コミュニティ

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

スクール・
コミュニティ

●学校の環境整備やスクールガード等の支
援の更なる充実を図るとともに、児童生徒の
学習支援にも入ってもらうことにより、スクー
ル・コミュニティとして学校を中心に地域住
民がつながり支え合う取組を進め、協働の
まちづくりを広げます。

計画

［学校教育
課］

［活動指標］
・学校支援ボランティアの活動者数（平成25
年度延べ12,907人　平成26年度延べ11,640
人）

実績
活動者数

　
延べ

13,752人
延べ

15,960人
延べ

21,046人
延べ

21,153人

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（１）　　市民参画と協働による市政の運営

基本項目　　　 ウ　 　協働のための環境整備

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

学校応援団（旧学校支援
ボランティア）及び各学校
の学校運営協議会委員を
参加対象とし、中学校区ご
とにボランティア総会を実
施。
より地域の実態・実情に応
じた取組及び支援の在り
方を再考し、実行した。

子どもの育ちを軸とした学
校・保護者・地域住民との
連携を一層強化すること
を目的として、学校支援ボ
ランティアの組織を「学校
応援団」として再編してい
く。これにより、学校を中
心とした人づくり・まちづく
りの活動の活性化と取組
の充実を図っていく。

実 施 

27



第3次柳井市行政改革大綱行動計画平成30年度実績報告

№２９

取組項目 地域による介護予防・健康づくり

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

健康体操
教室

●地域における健康体操など介護予防教
室を積極的に開催し、地域コミュニティの醸
成を図ることにより、協働のまちづくりを広げ
ます。

計画

［高齢者支
援課］

［活動指標］
・老人クラブ、自治会などへの教室開催の
勧奨
・教室の開催回数（平成25年度9回　平成26
年度7回）
・指導者の派遣回数（平成25年度14回　平
成26年度14回）

実績
教室開催回数

指導者派遣回数

9 回
 

11回

6 回
 

11回

6 回
 

17回

5回

16回

にこにこ健
康づくり

●地域におけるにこにこ健康づくり事業を積
極的に展開し、地域コミュニティの醸成を図
ることにより、協働のまちづくりを広げます。

計画

［健康増進
課］

［活動指標］
・にこにこ運動教室の参加者数（平成26年
度2,283人）

実績
参加者数

　3,426人 4,001人 4,992人 5,752人

継続実施

体力測定会や運動教室を
実施した。
また、にこにこ健康づくり
推進員による各地域での
活動に運動トレーナーを
派遣するとともに、広報等
で周知し、運動継続と地
域における活動の広がり
を支援した。

運動教室や運動イベント
を行うことで運動による健
康づくりに取り組むきっか
けや継続の場を提供する
とともに、にこにこ健康づく
り推進員活動の継続と新
たな活動拠点の設置を支
援していくことで、住民の
健康づくりの継続と裾野を
広げることを目指す。

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

住民主体の団体からの教
室開催の要請を受け、運
動の必要性や効果等を理
解し、具体的な運動方法
等を習得してもらうことで、
介護予防の取組が地域で
行われるよう支援した。

教室や指導者の派遣等で
住民運営の会を充実さ
せ、参加者や会が継続し
て活動できるよう支援して
いく。

実 施 

実 施 
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№３０

取組項目 地域住民による道路等の整備

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

ふるさとの
道

●市道を地域が一体となって整備する「ふる
さとの道」整備事業を行なうことにより、市民
と行政との協働によるまちづくりを進めま
す。

計画

［土木課］

［活動指標］
・道整備の件数、延長、事業費（平成25年度
3件、70ｍ、3,675千円　平成26年度3件、120
ｍ、2,396千円）
・市道、準用河川の除草作業用燃料支給
（平成25年度11件　平成26年度19件）
・市道、準用河川の草刈ボランティア登録
（平成25年度32件　平成26年度36件）

　　　実績
道整備状況

除草作業用燃
料支給件数

草刈ボランティ
ア登録数

件数 3件
延長45m

3,349千円
 

16件

　　　 27件

件数 4件
延長230m
3,582千円

 
30件

　　53件

件数 2件
延長90m

1,538千円

29件

52件

件数 3件
延長129m
1,940千円

23件

43件

生活道路
整備

●市道以外の利用度の高い生活道路を、
地元関係者がその労力で舗装、改修、安全
施設等整備する場合において、原材料及び
重機等借上料を支給し、生活道路の整備に
取り組みます。

計画

［土木課］

［活動指標］
・原材料等支給対象件数、事業費（平成25
年度17件、1,102千円　平成26年度13件、
919千円）

　　　実績
原材料等支
給対象件数

　　事業費

24件
　

1,112千円

21件
　

1,298千円

21件

1,750千円

21件

1,727千円

継続実施

地域に働きかけを行った
ことにより、件数、事業費
ともに前年と同水準となっ
た。

地域における生活道路の
簡易な補修等について、
自らが行っていく取組は、
地域コミュニティの醸成と
地域力の向上に寄与する
ことから、今後も継続して
いく。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

地域コミュニティの醸成と
道路環境の健全化に向
け、広報紙などを活用し働
きかけを行った。本年度
は、道整備は件数、事業
費ともに増加したものの、
除草作業用燃料支給及び
草刈ボランティア登録の件
数はともに前年より減少し
た。

土木工事経験者の指導の
もと、地域主体で道整備に
取り組むことで、地域の連
携を深めるとともに、多額
の工事費を投ずることな
く、市道の整備が図られ
る。
今後、高齢化が進む中、
各世代の連携が図られる
取組となるよう働きかけて
いく。

具体的な取組内容
計画期間

実 施 

実 施 
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区分
［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

ここちよい
農村づくり

●農道やかんがい排水施設など農業用共
同施設の維持補修について、その良好な機
能確保と地域での市民活動を促進するた
め、市から原材料支給や重機借上げ等を行
う「ここちよい農村づくり支援事業」に取り組
みます。

［経済建設
課］

［活動指標］
・原材料等支給対象件数、事業費（平成25
年度45件、3,211千円　平成26年度45件、
4,855千円）
・法定外公共物の除草作業用燃料支給（平
成25年度3件　平成26年度0件）
・法定外公共物の草刈ボランティア登録（平
成25年度16件　平成26年度8件）

　　　実績
原材料等支給
対象件数

除草作業用燃
料支給件数

草刈ボランティ
ア登録数

40件
4,089千円

 3件

 21件

61件
4,674千円

 0件

 15件

53件
4,958千円

5件

12件

40件
4,662千円

2件

15件

№３１

取組項目 公園緑地管理への市民参加

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

都市公園等
●都市公園などにおける公園愛護の観点
から、公園緑地管理への市民参加を通じ
て、協働のまちづくりを広げます。

計画

［都市計
画・建築
課］

［活動指標］
・除草作業用燃料支給（平成25年度0か所
平成26年度0か所）
・草刈ボランティア登録（平成25年度0か所
平成26年度0か所）
・自治会等が管理に関与している都市公園
等の数（平成25年度5か所　平成26年度5か
所）

　　　実績

除草作業用燃
料支給

草刈ボランティ
ア登録

自治会管理都
市公園数

0か所

0か所

5か所

0か所

0か所

5か所

0か所

6か所

6か所

0か所

9か所

7か所

継続実施

都市公園の安全かつ効率
的な管理運営を行うため、
関係する自治会との連携
を図った。

関係する自治会の役割分
担について、共通認識を
図るとともに、公園がより
一層安全で快適に利用で
きるように更なる取組を進
める。
引き続きボランティア登録
をお願いし、ゴミ袋の支給
及び回収の支援を行うとと
もに、活動状況の把握に
努める。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

道や水路の維持・補修、
小規模被災箇所に関する
地元からの相談を受け、
原材料支給、重機の借り
上げ、ボランティア登録等
を行った。

農道、水路等の維持管理
は原則として地元受益者
等で管理をお願いをして
いる。
活動を促進するため、今
後も原材料支給等及び草
刈作業用燃料支給を引き
続き継続して実施する。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組具体的な取組内容
計画期間

具体的な取組内容
計画期間

実 施 

実 施 
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区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

農村公園等
●農村公園などにおける公園愛護の観点
から、公園緑地管理への市民参加を通じ
て、協働のまちづくりを広げます。

計画

［経済建設
課］

［活動指標］
・除草作業用燃料支給（平成25年度2か所
平成26年度2か所）
・草刈ボランティア登録（平成25年度2か所
平成26年度2か所）
・自治会等が管理に関与している農村公園
等の数（平成25年度4か所　平成26年度4か
所）

　　　実績
除草作業用燃
料支給

草刈ボランティ
ア登録

自治会管理農
村公園数

0か所

0か所

4か所

0か所

0か所

4か所

0か所

0か所

4か所

0か所

0か所

4か所

児童遊園
●児童遊園における公園愛護の観点から、
公園緑地管理への市民参加を通じて、協働
のまちづくりを広げます。

計画

［社会福祉
課］

［活動指標］
・除草作業用燃料支給（平成25年度0か所
平成26年度0か所）
・草刈ボランティア登録（平成25年度0か所
平成26年度0か所）

　　　実績
除草作業用燃
料支給

草刈ボランティ
ア登録

0か所

0か所

0か所

1か所

0か所

0か所

0か所

1か所

継続実施

ボランティア登録の申請は
なかったが、対象の9か所
のうち8か所で地元自治会
が自主的に草刈りを実施
している。

児童遊園のある自治会
と、公園緑地管理の共通
認識を図り、ボランティア
登録等のPRを引き続き行
う。

継続実施

施設の管理者として除草
剤を支給し、活動を支援し
ている。
燃料支給等については、
申請がなかった。

今後も、農村公園が地域
の共有財産であるとの共
通認識を図り、日常的管
理業務は引き続き地元協
議会に委託する。
草刈り等の委託業務以外
の維持管理については、
施設管理者として、除草
剤の支給等を通じて活動
の支援を行う。

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

実 施 

実 施 
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№３２

取組項目 使用料、手数料等の額の見直し

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

使用料手
数料

●使用料、手数料等の額について適正かつ
公平な受益者負担となるよう額の見直しを
行なうことにより、最適な公共サービスを提
供します。

計画

［財政課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・予算編成時における再点検

実績 実施 実施 実施 実施

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（２）　　効果的で効率的な公共サービスの提供

基本項目　　　 ア　 　受益者負担の見直し　

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

「行政財産の使用等の対
価」としての使用料、「特
定の者のためにする事務
に要する費用」に充てる手
数料について、公平性確
保と受益者負担の原則を
踏まえ、点検を実施した。

経済状況、社会動向、行
政サービス内容、近隣市
町の実情等を勘案した上
で、適宜点検・見直しを行
う。

実 施 
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№３３

取組項目 市税、使用料等の納付方法の充実

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

口座振替

●窓口での現金の取扱いに係る事故の防
止や、徴収事務の効率化を図るため、市税
等の口座振替を促進し、より一層の効率的
な公共サービスの実現を図ります。

計画

［会計課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・窓口納付者に対する口座振替の利用促進
ＰＲ
・口座振替により納付する人の割合（平成25
年度市税38.8％、その他77.9％　平成26年
度市税38.7％、その他78.2％）

実績
口座振替割合

市税

その他

40.2％

78.6％

40.2%

78.8%

40.1%

77.4%

40.0%

78.1%

コンビニ収
納等

●コンビニ収納、クレジット収納や電子収納
などの新たな収納方法の導入について、研
究検討を重ね、効果を見極めた上での実施
を目指します。

計画

［会計課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・毎年度、関係各課と意見調整
・コンビニ収納導入件数
・クレジット収納導入件数

実績
意見調整

コンビニ収納
クレジット収納

　
実施
1件
1件

　
実施
1件
0件

　
実施
0件
0件

　
実施
10件
0件

具体的な取組内容
計画期間

継続実施

市税や使用料等の10業務
については、担当課と連
携してバーコード読取テス
トなどの事前準備を行い、
平成30年9月の基幹系シ
ステムのクラウド化に合わ
せてコンビニ収納を開始し
た。

納付者の利便性と収納率
の向上を図るため、クレ
ジット収納や電子収納など
について引き続き検討を
行う。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

納付書発送時に口座振替
推進のちらしを同封すると
ともに、窓口納付者に対し
ては、口座振替について
説明するなど利用促進に
努めた。

窓口納付者に対する口座
振替の利用促進のＰＲを
引き続き実施する。

実 施 

検 討 
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№３４

取組項目 社会保障・税番号制度の推進

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

社会保障・
税番号制
度

●市民にとって、利便性の高いサービスの
提供及び行政事務の効率化をより効果的に
実現するため、「社会保障・税番号制度」を
活用して本市独自の利用事務を推進しま
す。

計画 検討

［総務課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・社会保障・税番号制度の活用による独自
利用事務の洗い出し
・独自利用事務の件数

　　　実績
独自利用事
務件数

　　　　　　　0件 0件 0件 4件

№３５

取組項目 電子申請、ｅLTAX、システム共同利用

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

やない電子
申請サービ
ス

●山口県内の８市町で構成する山口県市町
共同電子申請推進協議会に加入し、申請や
届出事務のサービスの拡張を図り、「やない
電子申請サービス」としてなお一層の推進
に努めます。

計画

［政策企画
課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・やない電子申請サービスの利用件数（平
成25年度95件　平成26年度158件）

実績
利用件数

　　　　156件 114件 123件 124件

具体的な取組内容
計画期間

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（２）　　効果的で効率的な公共サービスの提供

基本項目　　　 イ　　　情報通信技術の活用

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

平成30年11月から乳幼児
医療費助成制度等につい
て、独自利用事務の情報
連携を開始した。

独自利用により事務の効
率化を図れる事務があれ
ば、検討・導入する。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
公的個人認証を利用した
子育てワンストップサービ
スを開始した。

マイナンバー制度の導入
に伴い、住民票の写し等
の証明書の利用機会が減
少すると見込まれるが、引
き続き住民サービスの一
環として取組を継続する。

 実 施 

実 施 
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区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

ｅLTAX

●市税の電子申告システム（eLTAX）「地方
税ポータルシステム」による申告サービスを
運用し、国税連携システムによる所得税申
告書等に係るデータの受領を行うなど市民
の利便性の向上に努めます。

計画

［税務課］
［活動指標］
・ｅLTAXの利用状況（平成25年度29,981件
平成26年度31,907件）

実績
利用件数

32,329件 32,508件 32,992件 32,944件

基幹業務
系システム
共同利用

●山口県内４市１町で、共同利用による基
幹業務系システム（サーバ等機器を保有し
ないクラウド方式）を導入し、行政サービス
の一層の向上と効率化を図ります。

計画

［政策企画
課］

［活動指標］ 実績 実施 実施 実施 実施

各種証明
書コンビニ
交付

●基幹業務系システム共同利用に合わせ、
住民票の写し、所得証明書等の各種証明書
交付について、マイナンバーカードを利用し
たコンビニ交付サービスの導入を検討しま
す。

計画

［市民生
活課］
［関係箇
所］

［活動指標］ 実績 検討 実施

具体的な取組内容　　［活動指標］
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
平成30年9月に本稼働を
開始した。

改元対応や旧姓併記への
対応、各種法改正につい
て対応を行う。

継続実施

市ホームページにeLTAX
で利用可能な電子申告の
手続を掲載し、周知を行っ
た。
国税との連携について、
新たにe-TAXを利用した
データの送信を開始し、電
子申告システムの利用を
推進した。

引き続き、eLTAXの周知
について市ホームページ
等を利用して行う。
また、国税との連携によ
り、ケーブルテレビでのe-
Taxの周知など電子申告
システムの利用促進に努
める。

完了
平成31年2月にサービスを
開始した。

コンビニ交付サービス利
用者拡大に向けて、引き
続きマイナンバーカードの
普及促進に努める。

実 施 

実 施 

検 討 
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№３６

取組項目 指定管理者制度等の活用

区分
［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

指定管理
者制度

●公の施設の管理運営に民間のノウハウを
活用することにより、公共サービスの向上や
経費の節減等を図ることを目的とした指定
管理者制度の導入施設について、その業務
の実施状況を検証し、制度の目的に沿った
公共サービスを目指します。

計画

［政策企画
課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・指定管理者制度を導入した施設数（平成
25年度末まで12施設　平成26年度末まで12
施設）
・導入済みの内、評価ランクがAとなった施
設数（平成25年度12施設　平成26年度12施
設）

実績
導入施設数

Ａ施設数

　
17施設
17施設

　
17施設
17施設

17施設
17施設

17施設
17施設

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
実施状況を検証し、業務
評価表をホームページで
公表した。

引き続き、導入を検討する
とともに、実施状況の検証
結果を継続して公表する。

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（２）　　効果的で効率的な公共サービスの提供

基本項目　　　 ウ　　　民間委託等の推進

具体的な取組内容
計画期間

実 施 
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№３７

取組項目 民間委託の推進

区分
［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

ごみ収集
業務

●ごみ収集業務について民間委託を検討し
ます。

計画

［市民生活
課］

［活動指標］
・事業計画に基づく段階的な民間委託

実績 検討 検討 検討 検討

学校給食
業務

●学校給食センターの調理業務について民
間委託を検討します。

計画

［学校給食
センター］

［活動指標］
・正規調理員数の状況を勘案し民間委託へ
移行する。

実績 検討 検討 準備 実施

具体的な取組内容
計画期間

今後の取組進捗状況 平成30年度取組内容

実施検討
受託可能業者等関係事業
者に実施時期、実施方法
等の説明を行った。

令和元年の秋までに受託
業者を決定する予定。
令和2年4月から可燃ごみ
5コースのうち、2コースに
ついて、民間事業者によ
る収集業務を開始する。

完了
平成30年9月から、民間事
業者による学校給食調理
を開始した。

安心・安全で美味しい給
食が提供できるよう、民間
事業者と緊密に連携す
る。

検 討 

検 討 
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№３８

取組項目 官民協働事業（PPP）への取組

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

官民協働
事業（PPP）

●文化・スポーツ施設や社会福祉施設、庁
舎などの一般建築物の改築や大規模改修
時に、ＰＰＰの可能性をはじめとした事業手
法の検討を行います。

計画

［政策企画
課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・導入を検討した施設数（指定管理者制度を
除く。）（平成25年度まで0件　平成26年度ま
で0件）

実績
施設数

　　　　　　0件　　　　　　0件 0件 0件

継続実施

地方公共団体・民間事業
者等を対象とした学校空
調設備整備PFI事業セミ
ナーの参加など、PFI事業
の必要性や有効性・動向
等について情報収集を
行った。

引き続きPPP制度の情報
収集・研究を行う。

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

検 討 
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№３９

取組項目 行政評価制度の運用（PDCAサイクル）

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

行政評価
制度

●行政改革行動計画に掲げられた事務事
業の評価について、ＰＤＣＡサイクルの視点
で自己点検を行い、事務事業全体での行政
改革の推進、さらには予算への反映につな
げていきます。

計画 検討

［政策企画
課］
［全庁］

［活動指標］
・行政改革行動計画に掲載された事務事業
の評価

実績 検討 実施 実施 実施

№４０

取組項目 外部視点の活用（行政改革推進委員会）

区分
［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

行政改革
推進委員
会

●行政改革行動計画に掲げられた事務事
業の自己点検に基づく評価結果について、
行政改革推進委員会の場を活用し、外部視
点での評価を加えることにより、より良いＰＤ
ＣＡサイクルにつなげていきます。

計画

［政策企画
課］

［活動指標］
・行政改革推進委員会の開催回数（平成25
年度3回　平成26年度3回）
・同委員会の傍聴者数（平成25年度延べ0
人　平成26年度延べ0人）

実績
回数
人数

3回
延べ5人

1回
1人

1回
1人

1回
1人

具体的な取組内容
計画期間

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（３）　　行政マネジメントの機能強化

基本項目　　　 ア　　　事務事業の総点検

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

第3次柳井市行政改革大
綱行動計画の平成29年度
における施策の進捗状況
と達成状況の自己点検を
行った。
評価した事業のうち67事
業が継続実施、3事業が
実施検討となり、点検結果
をもとに今後の取組方針
を検討した。

各事務事業を自己点検す
ることにより、事業内容の
修正点を明らかにし、適正
な予算計上に結びつくよう
努める。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

第3次柳井市行政改革大
綱(平成27～31年度)の施
策の進捗状況と達成状況
について行政改革推進委
員会において外部視点で
の評価を行った。

第3次柳井市行政改革大
綱の施策を推進するととも
に、取組状況の自己評価
について行政改革推進委
員会の場を活用して、外
部視点での評価を引き続
き行う。

 実 施 

実 施 
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№４１

取組項目 入札契約制度の改善

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

入札契約
制度

●効率化や適正化の観点から、入札及び契
約事務の見直しを検討します。

計画

［財政課］
［工事監理
室］

［活動指標］
・見直しを検討した事務件数（平成25年度な
し　平成26年度なし）

実績
件数

　　　　　　2件 0件 0件 0件

総合評価
方式

●より安全で品質の高い社会資本を進めて
いくために、従来の「価格競争」から「価格と
品質で総合的に優れた調達」に転換するこ
とを目指し、総合評価方式による競争入札
を継続します。

計画

［工事監理
室］

［活動指標］
・総合評価競争入札の実施件数（平成25年
度1件　平成26年度1件）

実績
件数

　　　　　0件 1件 0件 0件

基本方針　　　　３　　　最適な公共サービスの提供

基本目標　　　（３）　　行政マネジメントの機能強化

基本項目　　　 イ　　　事務事業の機能強化

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施
制度改正等がなく、見直し
を必要とする事務はな
かった。

効率化、適正化の観点か
ら見直しを検討する。

継続実施

対象となる工事がなかっ
たため、総合評価方式に
よる競争入札の実施はな
かった。

適用対象となる工事を発
注する際には、総合評価
方式による競争入札を実
施し、総合的に優れた調
達を目指す。

実 施 

検 討 
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№４２

取組項目 行政手続制度の適正な運用

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

行政手続
制度

●行政手続法及び柳井市行政手続条例に
基づき、行政運営における公正の確保と透
明性を図るため、許認可等の申請に対する
処分の審査基準などを定めるなど、行政手
続制度の適正な運用を進めます。

計画

［総務課］
［活動指標］
・行政手続基準を定めた事務件数（平成25
年度末772件　平成26年度末778件）

実績
件数

　　　778件 769件 769件 769件

№４３

取組項目 権限移譲事務の適時適切な導入

区分

［主管課］ H27 H28 H29 H30 R1

権限移譲
事務

●県と市との適切な役割分担に基づき、県
から市への権限移譲事務について、市民の
利便性の向上と地域の実状に応じた事務処
理の観点から適時適切な導入を進めます。

計画

［政策企画
課］
［関係箇
所］

［活動指標］
・権限移譲事務の移譲件数（平成25年度2
件　平成26年度0件）

実績
件数

　　　　　　2件 0件 0件 5件

具体的な取組内容
計画期間

具体的な取組内容
計画期間

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

継続実施

法定移譲事務に関して
は、権限移譲が完了した。
平成30年度実績として5件
（うちパッケージ事務4件）
の事務を受け入れた。

事務処理体制や地域特性
を踏まえつつ、市民サービ
スの向上につながる案件
について移譲を検討す
る。
関係課業務の支障事例を
踏まえつつ提案募集制度
の推進も検討する。

継続実施
処分ごとに審査基準や標
準処理期間をホームペー
ジにおいて公開している。

引き続き行政手続制度の
適正な運用に努める。

進捗状況 平成30年度取組内容 今後の取組

実 施 

実 施 
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